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令和４年度資金の保管状況及び運用実績について

　美濃加茂市では、安全かつ確実な方法で資金を効率的に管理し運用するため、平成２５年４月に

制定した「美濃加茂市資金の管理及び運用に関する指針」（平成29年12月1日一部改正）に基づき

資金運用を図っており、運用実績を毎年公表し、情報公開に努めています。

　令和４年度における歳計現金等及び基金の運用実績は、次のとおりです。

歳計現金と歳入歳出外現金

　歳計現金と歳入歳出外現金の毎月末の残高の状況は、表１のとおりです。

　この金額は、毎月実施する例月現金出納検査において、監査委員に報告しています。

　　　　　   区 分
 時 期

4月末

5月末

6月末

7月末

8月末

9月末

10月末

11月末

12月末

1月末

2月末

3月末

【 地方自治法（抜粋）】
　(現金及び有価証券の保管)
第235条の4　普通地方公共団体の歳入歳出に属する現金(以下「歳計現金」という。)
　は、政令の定めるところにより、最も確実かつ有利な方法によりこれを保管しなければ
　ならない。
２　債権の担保として徴するもののほか、普通地方公共団体の所有に属しない現金又は有
　価証券は、法律又は政令の規定によるのでなければ、これを保管することができない。
３　法令又は契約に特別の定めがあるものを除くほか、普通地方公共団体が保管する前項
　の(以下「歳入歳出外現金」という。)には、利子を付さない。

【 地方自治法施行令（抜粋）】
　(歳計現金の保管)
第168条の6　会計管理者は、歳計現金を指定金融機関その他の確実な金融機関への預金そ
　の他の最も確実かつ有利な方法によつて保管しなければならない。
　(歳入歳出外現金及び保管有価証券)
第168条の7　会計管理者は、普通地方公共団体が債権者として債務者に属する権利を代位
　して行うことにより受領すべき現金又は有価証券その他の現金又は有価証券で総務省令
　で定めるものを保管することができる。
２　会計管理者は、普通地方公共団体の長の通知がなければ、歳入歳出外現金又は普通地
　方公共団体が保管する有価証券で当該普通地方公共団体の所有に属しないものの出納を
　することができない。
３　前項に定めるもののほか、歳入歳出外現金の出納及び保管は、歳計現金の出納及び保
　管の例により、これを行なわなければならない。

表１　歳計現金・歳入歳出外現金の毎月末残高

4,059,105,313 427,440,097

4,000,536,147

1,982,883,656 734,130,032

3,234,011,662 435,876,986

3,391,785,703 760,986,204

3,623,735,348 444,993,800

3,079,648,410 535,160,535

2,505,471,393 420,510,623

2,985,333,107 540,549,258

4,486,545,410

4,561,116,295

4,152,771,907

4,068,729,148

3,614,808,945

3,288,376,707 432,756,569

3,199,080,657 469,906,575

令和４年

歳　計　現　金
　　　　　　（円）

歳入歳出外現金
　　　　　　（円）

合　　　計
　　　　　　（円）

1,686,284,937 383,984,082 2,070,269,019

560,580,148

令和５年

2,925,982,016

3,525,882,365

3,721,133,276

3,668,987,232

2,717,013,688

3,669,888,648
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２

※2「歳計現金等」

表３　歳計現金等と運用基金の合計額の毎月末残高

表２　運用基金の毎月末残高

8月末

9月末

10月末

11月末

12月末

1月末

2月末

3月末

市の一般会計及び特別会計に予算計上された歳入・歳出に属する現金で、日

16,109

16,140

15,469

15,627

3,541,9913,525,882

3,721,133

3,668,987

4月末

5月末

6月末

条例の定めるところにより、特定の目的のために定額の資金を運用する基金

のことです。市では、このほかに特定の目的のために積み立てる「積立基金」

を設けています。

※1「運用基金」

令和４年

運用基金

　運用基金(※１)に属する現金の毎月末の残高の状況は、表２のとおりです。

　この金額は、毎月実施する例月現金出納検査において、監査委員に報告しています。

3,685,5343,669,889

々の支払いのために準備している現金（「歳計現金」といいます。）と、市

の所有に属しない現金で、法令等に基づき一時的に預かる県民税や職員の源

泉所得税等の現金（「歳入歳出外現金」といいます。）のことです。

令和５年

3,737,273

3,684,456

2,732,641

15,939

15,974

7月末

2,717,014

16,108,851

16,139,981

歳 計 現 金 等
　　　　　（千円）

令和５年

合　　　　計
　　　　　（千円）

運　用　基　金
　　　　　（千円）

　これらの資金の合計金額の毎月末の残高の状況は、表３のとおりです。

11月末

12月末

1月末

2月末

3月末

　　　　　   区 分
 時 期

16,017,699

16,051,123

16,041,781

16,067,701

7月末

8月末

9月末

10月末

15,974,395

15,990,395

　　　　　   区 分
 時 期

4月末

5月末

6月末

4,068,729

2,070,269

4,486,545

4,561,116

4,152,772

運　用　基　金
　　　　　　（円）

15,938,977

3,614,809

2,925,982

15,645

4,577,106

16,018 4,168,790

16,051 4,084,780

16,042 3,630,851

16,068 2,942,050

15,627,183

15,645,333

15,469,255

令和４年

　本市は、歳計現金等(※２)並びに運用基金に属する現金を一体的に保管しています。

2,086,208

4,502,519

15,990
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３

※平均資金残高・・

※運用利回り・・・

表４　歳計現金等・運用基金の運用実績

【コメント】

　歳計現金を会計ごとに管理すると、支払準備資金の不足が予測される場合に、一時借入や基金から

の繰替運用(※)を行う必要が生じます。しかし、歳計現金と歳入歳出外現金などを一体的に運用する

ことで、これらの事務を回避することができ、事務の軽減が図れます。

※ 繰替運用とは、歳計現金に不足が生じる場合に、基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用す

 　ることです。

平均資金残高(千円)

年間利子額(千円)

定期預金(千円)

普通預金(千円)

運用利回り(％)

4月当初から翌年3月末までの1年間における1月あたりの資金残高

年間利子額 ÷ 平均資金残高 × 100（％）

確保しながら効率的に運用を行っています。具体的には、指定金融機関や収納代理金融機関への

定期預金で運用を行っています。

　歳計現金等及び運用基金の運用実績は、表４のとおりです。

　　　　　   区 分
 時 期

歳計現金等と運用基金の運用実績

令和 2 年度

3,614,517

203

0.006

4,060,743

0.018 0.005

713 91

13 16

726 107

2,338,936

180

　本市は、常に収入及び支出予定額の把握に努め、その結果生まれる余裕資金を、安全や流動性を

令和 3 年度 令和 4 年度

23
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年度別預金利子収入額及び運用利回り

年間利子額 運用利回り

（千円） （％）
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４

表５　積立基金の毎月末の残高

1月末

2月末

3月末

【 地方自治法（抜粋）】
　(基金)
第241条　普通地方公共団体は、条例の定めるところにより、特定の目的のために財産を維
　持し、資金を積み立て、又は定額の資金を運用するための基金を設けることができる。
２　基金は、これを前項の条例で定める特定の目的に応じ、及び確実かつ効率的に運用し
　なければならない。
（中略）
７　基金の管理については、基金に属する財産の種類に応じ、収入若しくは支出の手続、
　歳計現金の出納若しくは保管、公有財産若しくは物品の管理若しくは処分又は債権の管
　理の例による。

【 地方財政法（抜粋）】
　(地方公共団体における年度間の財源の調整)
第4条の3　（略）
２　前項の規定により積み立てた金額(以下「積立金」という。)から生ずる収入は、すべ
　て積立金に繰り入れなければならない。
３　積立金は、銀行その他の金融機関への預金、国債証券、地方債証券、政府保証債券(そ
　の元本の償還及び利息の支払について政府が保証する債券をいう。)その他の証券の買入
　れ等の確実な方法によつて運用しなければならない。
　(財産の管理及び運用)
第8条　地方公共団体の財産は、常に良好の状態においてこれを管理し、その所有の目的に
　応じて最も効率的に、これを運用しなければならない。

　この金額は、毎月実施する例月現金出納検査において、監査委員に報告しています。

　　　　　   区 分
 時 期

4月末

5月末

6月末

7月末

8月末

9月末

10月末

積立基金

　積立基金の毎月末の残高の状況は、表５のとおりです。

令和５年

令和４年

8,361,466,267

11月末

12月末

8,317,580,807

8,317,580,807

8,317,580,807

積　立　基　金
　　　　　　（円）

8,378,135,769

8,317,580,807

8,317,580,807

8,317,580,807

8,317,580,807

8,361,466,267

8,361,466,267

9,028,426,366
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５

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

4月から翌年3月までの毎月末残高の合計額を12で除したもの

年間利子額÷平均月末残高×100（％）

※平均月末残高・・

※運用利回り・・・

　　　　　   区 分
 時 期

平均月末残高(千円)

構 成 比

年間利子額(千円)

運用利回り(％)

　　　　　   区 分
 時 期

平均月末残高(千円)

構 成 比

年間利子額(千円)

運用利回り(％)

　　　　　   区 分
 時 期

平均月末残高(千円)

構 成 比

年間利子額(千円)

運用利回り(％)

0.009

33,274

0.021 0.728 0.504

　本市は、積立基金に属する現金を安全性と確実性を確保したうえで、基金の取崩しや積立等を考

慮しながら、定期預金及び債券（国債等）により効率的な運用を行っています。

　令和４年度末現在、１０種類の基金があり、一括運用を行っています。

　積立基金の運用実績は、表６のとおりです。

表６　積立基金の運用実績

積立基金の運用実績

34.6 65.4 100.0

0.487

2,906,578 5,486,257 8,392,835

253 26,707 26,960

445 32,829

令和　４　年度

定　期　預　金 債　　　　券

7,892,530

35.6

令和　２　年度

定　期　預　金 債　　　　券 合　　　　計

31.7 68.3 100.0

2,089,438 4,508,333 6,597,771

合　　　　計

0.013 0.494 0.323

354

0.321

25,479

64.4 100.0

25,125

令和　３　年度

定　期　預　金 債　　　　券 合　　　　計

2,805,879 5,086,651

0.000
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0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

年度別基金利子収入額・運用利回り

年間利子額 運用利回り

（千円） （％）
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６

合　　　計

人 に 優 し い ま ち づ く り 基 金

（単位：円）表７－２　積立基金の年度末残高

●積立基金に属する現金の令和4年度末の残高は、90億2,842万円余りとなっており、対前年度比

6億5,029万円余り増額しています。

　積立基金に属する現金は、定期預金及び債券（国債等）による運用を行っています。

（運用実績は、表６参照）

基金の保管状況

財 政 調 整 基 金

減 債 基 金

国 際 交 流 基 金

福 祉 基 金

ふ る さ と 水 基 金

国 保 財 政 調 整 基 金

介 護 給 付 費 準 備 基 金

庁 舎 建 設 基 金

ふ る さ と 納 税 基 金

●運用基金に属する現金の令和4年度末の残高は、1,564万円余りとなっており、対前年度比44万円

余り減額しています。

（運用実績は、表４参照）

表７－１　運用基金の年度末残高

基　　金　　名

美術品等収集基金

ふるさと文庫基金

（単位：円）

【コメント】

　本市は、平成18年3月から積立基金の管理運用を、それまでの個々の基金ごとの運用に代えて、一括運用

（相互運用）をしています。

　それぞれの基金に属する現金を、一つの運用資金として一括管理することで、次のようなメリットがあり

ます。

　　①基金ごとの管理事務が集約されることにより、事務の簡素化が図られる。

　　②基金の一括運用により資金を集約することで、債券購入の原資を確保することができる。

　　③基金の一括運用により資金を集約することで、資金の運用先の選択肢が広がる。

合　　　計

基　　金　　名

▲ 440,76315,645,333

6,041,379

8,378,135,769 9,028,426,366

11,429,161 11,466,160

376,090,595 406,853,035

9,101,747 9,131,211

2,184,555,305 2,291,627,175

395,939,388 337,060,991

338,233,165 339,328,455

354,201,876 855,348,503

14,108,242 14,153,913

4,327,151,555 4,441,159,465 114,007,910

1,095,290

501,146,627

45,671

令和３年度末

10,044,717

16,086,096

36,999

30,762,440

107,071,870

650,290,597

29,464

比 較 増 減

令和４年度末

10,044,717

比 較 増 減

▲ 440,7635,600,616

0

令和３年度末 令和４年度末

▲ 58,878,397

367,324,735 322,297,458 ▲ 45,027,277
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